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別紙

契約の保証に必要な費用の積算について

防衛省が実施する建設工事（工事の実施細目について（防整技第７１６７号。２８．

３．３１）第２第１項に規定する建設工事をいう。）の契約の保証に必要な費用の積算に

ついては、一般管理費等に計上することとし、その場合には、以下により一般管理費等

率を補正する。

１ 一般管理費等率の補正

１）補正値

補正値は、下表に示すとおりとする。

２）補正方法

前払い金支出割合の相違による補正までを行い、その値に下表の補正値を加算し

たものを、一般管理費等率とする。

表

保 証 の 方 法 補 正 値 （％）

建設工事請負契約書第４条を適用する場合 ０．０４％

建設工事請負契約書第４条の２を適用する場合 ０．０９％

上記以外の場合 補正しない

※ 一般管理費等率を補正しない場合の具体例は以下のとおり。

予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第１００条の２第１項第１号の

規定により工事請負契約書の作成を省略できる工事

２ 積算への計上

契約の保証に必要な費用を計上する場合は、原則として当初契約の積算に見込むも

のとする。


